1.通知の主な内容

通知では「地方公共団体において様々な取り組みがなされる中で留意すべき点が明らかになってきたことから、下記の点に留意のうえ、改めて制度の適切な運用に努めるよう助言する」とした上で、下記の項目について助言しています。

①指定管理者制度は地方公共団体の自主性に委ねられた制度であること。

②指定管理者の選定は、単なる価格競争入札とは異なること。

③指定期間は施設の安定的な運営の要請など踏まえて設定すること。

④住民の評価などを踏まえて再指定している例もあり、施設の様態等に応じて適切に選定を行うこと。

⑤住民の安全確保を第一とすること。

⑥労働法令遵守や雇用労働条件への配慮に留意すること。

⑦個人情報保護に配慮すること。

⑧指定期間が複数年度にわたる際には、債務負担行為を設定すること。

2.今後の取り組みについて

　通知を活用した自治体交渉の進め方などについては、年明け以降、本部内で確認後、各県にお知らせします。

